
【 政策名 】 　【 施策名 】 【 事業名 】 【 事業費 】

（千円）

施策関連事業 202,279

ＤＸ戦略推進事業 40,024

目指す姿１

　犯罪・事故のない地域の実現

目指す姿２

　快適で暮らしやすい生活の実現

目指す姿３

　安らげる生活基盤の創出
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施策評価（令和５年度）

 担当課名

 評価確定日

２　施策の状況

２－１　成果指標の状況及び定量的評価

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

　※　指標の判定基準

①ａ判定 × 3 個 ＝ 12 点 ④ｄ判定 × 0 個 ＝ 0 点

②ｂ判定 × 0 個 ＝ 0 点 ⑤ｅ判定 × 2 個 ＝ 0 点

③ｃ判定 × 0 個 ＝ 0 点

①～⑤の合計 12 点 ÷ 5 ＝

　※　指標の判定基準　　ａ：４点　　ｂ：３点　　ｃ：２点　　ｄ：１点　　ｅ：０点

　※　成果指標において実績値が未判明となった指標がある場合には、それを除いて平均点を算出する。

２－２　経過検証指標の状況と分析

（様式２）

施策評価調書

 基本政策２　生活環境

 目指す姿２　快適で暮らしやすい生活の実現

 幹事部局名 生活環境部 生活衛生課

 評価者 生活環境部長 令和５年７月31日

9,000 9,000 9,000 9,000 

8,566 5,339 5,425 

出典：県調べ 60.3%

430 430 430 430 

513 318 483 

出典：県調べ 112.3%

17,000 17,000 17,000 17,000 

52,070 34,586 8,492 

出典：県調べ 50.0%

3.0 2.0 1.0 0.0 

8.9 1.9 0.3 

出典：県調べ 190.0%

25 22 19 16 

31 28 15 

出典：県調べ 140.0%

定量的評価結果 計算式

個（判明済み指標） 2.40

出典：県調べ

出典：総務省調べ

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019
(Ｒ元)

2020
(Ｒ２)

2022
(Ｒ４)

2023
(Ｒ５)

2024
(Ｒ６)

2025
(Ｒ７)

直近の
達成率

判定 備考

①

【施策の方向性①】

食品安全に関する研修会・懇談
会等への参加者数（人） 60.3% ｅ

②

【施策の方向性②】

秋田県生活衛生営業指導セン
ターへの相談件数（件） 112.3% ａ

③

【施策の方向性③】

動物愛護センターの入場者数
（人） 50.0% ｅ

④
【施策の方向性④】

空き家の増加率（％） 190.0% ａ

⑤

【施策の方向性⑤】

携帯電話のサービスエリア外地
域の地区数（地区） 140.0% ａ

　　　　ａ：　達成率≧100％　　ｂ：　100％＞達成率≧90％　　ｃ：　90％＞達成率≧80％　　ｄ：　80％＞達成率≧70％　　e　：　70％＞達成率
　　  　n：　実績値が未判明

2.40
（ Ｄ 相当）

　※　定量的評価の判定基準　
　　　　Ａ相当：平均点が3.6点以上　　Ｂ相当：平均点が3.2点以上3.6点未満　　Ｃ相当：平均点が2.8点以上3.2点未満　
　　　　Ｄ相当：平均点が2.4点以上2.8点未満　　Ｅ相当：平均点が2.4点未満

指標名（単位） 年度
2019
(Ｒ元)

2020
(Ｒ２)

2022
(Ｒ４)

2023
(Ｒ５)

2024
(Ｒ６)

2025
(Ｒ７)

備考

①
【施策の方向性③】

犬猫の殺処分数（頭） 実績 45 18 139 

②

【施策の方向性④】

光ファイバーの利用可能世帯率
（％） 実績 97.9 98.2 99.9 

分
析

・

・

犬猫の殺処分数（理由：高齢、人に馴染まない、幼弱など）は、犬17頭（＋５頭）、猫122頭（＋89頭）で
あった。猫の殺処分数が大幅に増えており、これは無責任な餌やりや多頭飼育崩壊などにより、高齢の猫や人
に馴染まない成猫の収容数が増えたことによるものと考えられる。

光ファイバーの利用可能世帯率については、能代市及び三種町以外の市町村で100％となり、全県としては
99.91％となった。
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２－３　主な取組状況とその成果

　【施策の方向性①　食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援】

　【施策の方向性②　生活衛生関係営業者への支援】

・

・

・

・

　【施策の方向性③　人と動物が共生する地域づくり】

・

・

・

　【施策の方向性④　空き家対策の推進】

・

　【施策の方向性⑤　情報通信インフラ等の整備の促進】

・

３　総合評価と評価理由

県内６か所において、専門家に講演を依頼して「食と健康」に関する研修会を開催した（161名<＋57名>）。

犬のしつけ方教室を開催し、飼い主に対し助言及び指導をした（講習会形式３回<＋２回>、個別相談形式１回
<＋１回>、参加者37人<＋28人>）。

小中学校等からの依頼を受け、命の大切さを啓発するため「命を大切にする心を育む教室」を開催した（出張10回
<△４回>、体験受入８回<±０回>、参加者547人<△196人>）。

動物愛護センターに収容された犬猫812頭（犬82頭、猫730頭）<△145頭>のうち、401頭（犬55頭、猫346頭）<△77
頭>を譲渡した。

携帯電話の不感地帯を解消するため、羽後町の携帯電話基地局整備への支援を行った。

総合評価 評価理由

【定性的評価として考慮した点】

・ 食品事業者等に対して、ＨＡＣＣＰ等の食品衛生に関する講習会を実施し、食品の安全に関する知識の普及を行っ
た（180回<＋17回>、5,425人<＋９人>）。

・ 意見交換ができる対話式の地域懇談会を開催し、食品の安全・安心に関する情報の提供と共有を図った（22回<△５
回>、1,175人<＋389人>）。

飲食業や理美容業、クリーニング業などの生活衛生営業者から、経営・融資等に係る相談を受け、営業者の経営の
維持・向上や、設備更新のための借入など、衛生水準の向上に関する助言や指導等を行った（483件<＋11件>）。

生活衛生関係営業に関する理解と関心を深めてもらうため、県内の４高校でプロの料理人を講師に招いて実習を
行った（97名<△14名>）。

地域包括ケアシステムへの生活衛生営業の参画に向けて実態調査を行ったほか、県内５地区で市町村担当者が生活
衛生営業者に説明する機会を設けた。また、横手市の70事業所が実際に市の見守りネットワークに参加登録した。

県内4カ所で空き家相談会を試行し、空き家の管理や処分等多くの相談に専門家が対応したことで、利活用や除却に
向けた取組が促進された。

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.40で「Ｄ相当」であることから、総合評価は「Ｄ」
とする。

・
Ｄ
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５　主な課題と今後の対応方針

施策の
方向性

６　政策評価委員会の意見

課題 今後の対応方針

① ○ 食品衛生法の改正により、全ての食品等事業者はＨ
ＡＣＣＰに沿った衛生管理に取り組むことが求めら
れることとなったが、ＨＡＣＣＰの導入を困難と考
えている小規模な事業者がいるほか、食品等事業者
が取引先からＨＡＣＣＰ認証の取得を求められる
ケースが増えている。

○ 食品衛生責任者を対象とした講習会の実施や個別相談による
助言、簡易な手引き書による普及啓発、監視時における指
導・助言などにより法令遵守を指導する。また、県ＨＡＣＣ
Ｐ認証の相談に対しては、引き続ききめ細かに支援を行う。

② ○ 飲食業や理美容業、クリーニング業などの生活衛生
営業者は、県民生活に密着したものであるが、人口
減少による利用者の減少や、経営者の高齢化、後継
者不足による経営基盤の強化と人材の確保が困難と
なっている。

○ 生活衛生営業者の指導助言機関である（公財）秋田県生活衛
生営業指導センターの相談指導体制の充実等の支援を通じ
て、厳しい経営環境にある生活衛生営業者の経営基盤の強化
や後継者の育成につなげる。

③ ○ 所有者の判明しない猫への安易な餌やりや無計画な
繁殖による多頭飼育崩壊により、適切な譲渡先が見
つからない個体の収容が増加する傾向がある。

○ 所有者の判明しない猫からの出産を防ぐために、不妊去勢手
術を施し住民が適正管理を行う地域猫活動を提案するほか、
猫の適正飼養（終生飼養、屋内飼養等）の一層の啓発を図
り、収容される猫の数を減少させる。また、県内の動物愛護
団体との合同譲渡会の開催やデジタル技術の活用等により、
譲渡頭数の更なる増加を図り、殺処分数を減少させる。

④ ○ 今後も空き家の増加が見込まれていることから、空
き家の発生抑制や流動化、処分の促進に向けた対策
を強化する必要があり、困難事案等に対する十分な
スキルの修得が求められている。

○ 各地域で空き家相談会の開催や県民向けに空き家問題に関す
る普及啓発を行うなど、空き家に早期に対応する気運の醸成
を図るとともに、市町村職員向けに研修会を開催し対応力の
向上を図るほか、県・市町村・関係団体等が連携した空き家
対策に関する情報交換や検討を行う連絡会議を開催し、更な
る空き家対策を進めていく。

⑤ ○ 県民誰もがデジタル化の恩恵を受けるために携帯電
話の不感地域の解消を目指しているが、通信事業者
の採算性の理由から整備が進みにくい地域がある。

○ 国や通信事業者に対して不感地域の解消に向けた基地局整備
を要望するとともに、市町村に対して補助事業の活用につい
て働きかけていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ⑤　情報通信インフラ等の整備の促進
Ｒ３ 年度～

年度
部局名 企画振興部 課室名 デジタル政策推進課

チーム名 調整・ＤＸ推進チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 42,576 40,024 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地方創生推進交付金 8,129 14,921
県 債
そ の 他 東北情報通信懇談会からの補助 300 300
一 般 財 源 34,147 24,803 0

指標名 操作体験会参加者数（人）【業績指標】
指標式 スマートフォン操作体験会の参加者数（人）
出典 デジタル政策推進課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a - - - - - - 1,600 1,800 - -
実績b 544 1,012
ｂ／ａ 63.3% 0.0%

指標名 デジタル技術体験イベント参加者数（人）【業績指標】
指標式 デジタル技術の体験イベントの参加者数（人）
出典 デジタル政策推進課調べ

把握時期 当該年度12月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a - - - - - - 1,200 1,200 1,200 -
実績b 2,133
ｂ／ａ 177.8% 0.0% 0.0%

事業名 ＤＸ戦略推進事業 事業年度

　生活の利便性向上や地域課題の解決には、誰もがデジタル化の恩恵を受けられる環境が必要となるため、様々な分野のデ
ジタル化・ＤＸを進めていくことが重要であるが、デジタル技術の利活用について、地域や個人間等の格差（デジタルデバイ
ド）が生じていることから、これらの解消を図る必要がある。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
高齢者向け「デジタル生
活」わくわく体験事業

　高齢者のデジタル活用を推進するため、スマートフォン
の操作体験会や、地域で支援するデジタル活用サポー
ターを育成する研修会を実施する。

8,161 6,820

2
Ｌｅｔ'ｓコネクト！デジタル未
来ふれあい事業

　先進技術に関する県民の理解促進を図るため、多様な
デジタル技術を体験できるイベントを開催する。 12,023 10,826

3
秋田デジタルイノベーショ
ン推進コンソーシアム運営
事業

　産学官が連携し、ＩＣＴやＩｏＴ等の先進技術の活用による
地域課題の解決や先進技術の導入による県内産業の振
興を図るため、コンソーシアムの各種活動を行う。

507 512

4
ＤＸ推進アドバイザー活用
事業

　デジタル化・ＤＸを推進するため、先進技術の動向や専
門知識等を有する外部人材からの助言を得る。 5,627 5,663

5
デジタルマッチングボック
スＡＫＩＴＡ構築事業

　各部局等が抱える課題をデジタル技術の活用により解決
するため、広く民間企業から提案を募り、課題と解決手法
のマッチングを図るプラットフォームを運営する。

16,258 16,203
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　高齢者などのデジタルに不慣れな方へのサポートや、広く県民のデジタル技術への理解促進に取り組むこと
は、誰もがデジタル化の恩恵を受けられる環境づくりにつながり、ひいては県民の利便性向上や地域課題の解
決等に資することから、本事業の必要性は非常に高い。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　高齢者向けスマートフォン操作体験会の実施に当たっては、ＮＰＯ法人や通信事業者をはじめ、市町村や社
会福祉協議会等、多様な主体と課題を共有し、協力を得ながら実施することができた。
　デジタル技術の体験イベントについては、集客率の高いショッピングセンターで開催したことで、多くの県民の
目に触れ気軽に参加していただくなど、イベントの効果を最大化することができた。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　指標Ⅰとして設定している「操作体験会参加者数」については、新型コロナウイルス感染症の影響により参加者数が伸び悩
んだほか、広報紙の発行日と体験会開催までの期間が空いてしまい、効果的な周知が図られないケースがあった。
　デジタル技術の体験イベントについては、先進技術の変化に即応し、県民の関心が高いコンテンツを充実させる必要があ
る。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　操作体験会への参加者数の増加は、体験会の認知度を向上させることが重要であることから、市町村の広報記事への掲載
や社会福祉協議会での周知活動、コミュニティＦＭでの呼びかけといったこれまでの広報手段に加え、各町内会にチラシを配
布するなど、市町村等と緊密な連携を図りながら広報活動を強化する。
　デジタル技術の体験イベントについては、主に中高生を対象としたデジタル人材育成を見据えつつ、コンペ等を通じて民間
の知恵やノウハウを活用しながらコンテンツの充実を図る。
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